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平成 25 年 4 月 1日 

一般財団法人 日本老人福祉財団 



Ⅰ．財団を巡る事業環境と課題 
財団は、今年で創立 40 周年を迎えます。財団は、今から 40 年前の昭和 48 年（1973 年）、

将来の高齢化社会を見越し、高齢者が精神的にも充実感を得て有意義な人生を真に全うするこ

とができるよう、老人ホームや生きがい・健康づくりなどの事業を行うことを目的として誕生

しました。 
高齢化が著しく進む今日、老人ホームや高齢者住宅、医療･介護サービスなどへの新規参入

者は増加し、高齢者ビジネスは盛況を迎えていますが、財団はこの分野の先駆者として、40
年にわたり一貫して高齢者に対し生活支援、保健･医療・介護等の包括的なサービスを提供し、

国民の老後の安心と幸せに貢献してきました。これは我々の誇りとすべきことです。 
財団は、公益法人制度改革により、本年 4 月 1 日から一般財団法人に移行しますが、一般

財団法人になっても非営利型法人として、これまでと同様に公益性の高い事業運営を行って高

齢者の福祉の向上に寄与し、今後とも事業を取り巻く環境の変化と課題に適切に対応しつつ、

引き続き経営の長期的な安定とサービスの品質の向上を図ります。 
最近の事業環境の変化や課題として特に留意しなければならないものを次に掲げます 

① 社会保障･税の一体改革や脱デフレ政策によって、財政の安定、円高の修正、景気の回復

など経済の活性化が期待される反面、消費税等の引上げ、社会保障給付の削減、物価の上

昇など市民生活に負の影響が懸念されること。 
② 科学･技術の進歩により、高齢者の心身機能の変化や行動特性についての知見が増加し、

高齢者に対するケアのあり方や技術がより高度に変化するとともに、IT、生命工学等新

しい技術の利用が進むこと。 
③ 高品質のサービスを支える職員、とりわけ専門性を持った職員の確保が困難になることと

合わせ、その対応策として職員の処遇の改善、職場環境の改善、適切な教育研修による資

質の向上がますます重要になること。 
④ コンプライアンスを確保し、災害、犯罪等のあらゆるリスクに備えるため、財団全体とし

て業務の適正を確保する体制の整備が必要であること。 
本年度から一般財団法人として新たなスタートを切る財団が、これまで以上に高い社会的信

用と、入居者の大きな信頼を勝ち得ていくためには、すべての役員と職員が一丸となって、財

団の基本理念に基づいて、様々な課題を着実に処理し、それぞれの責任を果たしていかなけれ

ばなりません。 

 

Ⅱ．基本方針と経営目標 

１．基本方針 

 有料老人ホーム事業は、サービス付き高齢者住宅（サ高住）の普及など高齢者の住まいの選

択肢が増えたことから、全体的には厳しい環境にありますが、このような状況の中で〈ゆうゆ

うの里〉は、健康なうちに入居し豊かな老後を過ごしていただく仕組みを強みとし、ＰＤＣＡ

サイクルを回して良質な感動を与えるサービスを提供することなどにより差別化を図り、満室
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の達成と満室の継続に更に努めるとともに、費用削減や重複業務の整理を行うことにより財務

体質を一層強固なものとし、経営の安定性をアピールします。 

 ケア・スピリット「私にとってあなたはとても大切な人です」を常に念頭に置き、入居者は

もちろんのこと取引業者に至るすべてのステークホルダーに対して、誠実で公正な態度をもっ

て対応します。 

事故ゼロ運動、質の高い入居者相談をはじめ、事実に基づき科学的に仕事に取組む姿勢を堅

持します。 

職員が働き甲斐を持てる働きやすい職場づくりを進めるため、コンプライアンスの確保はも

ちろんのこと、メンタルヘルスや腰痛予防、離職防止に取り組みます。 

財団は、一般財団法人に移行しても公益性の高い事業運営を行うこととし、各施設は社会

福祉協議会や近隣事業所、職能団体等地域社会との連携を強化します。 

財団全体を通して、公益事業の定着を図るため、生きがい・健康づくり事業や調査研究事

業等を活性化し、ブックレットの連続発行や研究支援活動等を通じ社会貢献に取組みます。 

さらに、財団が経営している〈ゆうゆうの里〉を基盤として地域に根ざした経営を如何に

強固なものとしていくかの観点から、サテライト型の事業展開の可能性について調査・研究

を行い、具体的な事業展開の見通しが立てられれば、本年度内においても地方公共団体等の

事業者募集に応募することとします。 

 

以上を踏まえ、本年度の基本方針を次の通り定めます。 

 ① 自立・自律経営の定着 

 ② クオリティ・マネジメントを徹底する 

 ③ 地域社会と結び、非営利、公益性を徹底する 

 

２．経営目標 

  財団全体で安定的な収支及び損益を実現させるため、平成 25 年度の経営目標を次のよう

に定めます。 
 単位：百万円

H24年度実績予測 H25年度目標

9,273 8,790

8,545 8,427

728 363

4,141 4,227

職         員 464名 480名

契約職員(換算数) 558名 573名

計 1,022名 1,053名

4,455 4,519

項　　　目

総　　収　　益　

総　　費　　用

税引後正味財産増減額

　※職員数は年平均

入 居 金 収 入

人    件    費

職 員 数
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Ⅲ．具体的な方策 

１．入居金収入の確保 

 （１）満室の達成、満室の維持を図ります。そのためには、施設をあげた目的手段展開、支

援体制構築を、施設長の責任において行う必要がありますが、この計画策定の支援を積

極的に進めます。 

・定期的な各施設募集戦略推進会議の実施（隔月） 

 （２）「確実な待機顧客」の確保・積み増しが出来るよう基本プロセスの取り組みを厚くし

ます。特に結果に繫がる重要なプロセスの改善に努力を集中します。また「元気なうち

の早めの入居」に魅力を感じる顧客の開拓に引き続き力を入れます。 

・定期的な告知広告の掲載（4～6月・8～10 月・1～3月） 

・有老協主催セミナーへの参加（10 月・3月） 

・他法人との合同セミナーの実施（5月・6月・11 月） 

・新聞社主催シニアセミナーへの参加（11 月） 

・HP メンテナンス及びコンテンツの充実（毎月） 

・定期的な各施設見学会の実施（毎月） 

（３）各施設が市場競争に耐える差別化をさらに進めるとともに、その施設の魅力を十分に

訴求します。 

・入居検討者と入居者との懇談会の実施 

・介護サービス説明会の実施 

・体力づくり支援サービス説明会の実施 

・医療支援説明会の実施 

・食事サービス説明会の実施 

・その他目的別来里企画の実施 

・各施設広報誌の定期発行（4月・7月・10 月・1月） 

・施設広報誌制作研修の実施（2月） 

・顧客対応基礎研修の実施（7月） 

・顧客対応レベルアップ研修の実施（8月・12 月） 

（４）ブランドイメージの形成、広報活動の強化を推進することにより財団施設への認知度 

向上に努めます。 

・「ゆうゆう」の定期発行（6月・9月・12 月・3月） 

・ゆうゆう友の会講演会の開催（12 月・3月） 

 

２． 財務体質の安定化 
一般財団法人への移行を踏まえ、税務や新・新公益法人会計基準（平成 20 年度基準）

に則した会計の適正化を図ります。 
また、平成 25 年度は平成 19 年度末に借入れた 36 億円を完済し、財団の再建に一区切
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りつける年度となります。ここで新５ヶ年計画の策定や予算－実績の管理を再度徹底し、

経営の健全化に努めます。 
（１）一般財団法人における新５ヶ年計画の策定 

・新入居金に対応した収支、損益計画を見直し、新たな経営計画を策定します。 
・来年度の消費税率改定等の法令改正を踏まえ、事前処理手続きを進めます。 

（２）予算－実績管理の徹底 
・平成 25 年度は、大型工事が見込まれるため、修繕・固定資産取得費を中心として計 

画的な進捗管理を行い、安定的な財団経営を推進できるよう、収入・支出の管理を徹

底します。 
○毎月の予算－実績比較表の取りまとめ 
○四半期毎の予算－実績比較会議の開催 

○収支実績を踏まえた大型工事等実施の意思決定 
○工事進捗状況の把握と正確な会計処理 

 
３． サービスの充実と向上 

(１) サービスの品質向上 

①入居者満足度の向上ならびに待っても入居したい施設づくりを推進します。そのため

施設の強みを認識し、差別化方針に沿ったサービスを自信を持って提供します。 

・「終身にわたる安心のコンセプト」を具現化するため、見守り、医療介護連携、認知

症介護、重度介護、終末期の看取りに取り組みます。 

・入居検討者・入居者・職員に「最後まで安心」をコンセプトとした介護説明会を実施

します。 

・差別化方針に沿ったサービスが提供できているか点検を行います。 

②入居者に一層満足頂ける相談業務を目指します。 

・入居者の視点に立ったコミュニケーションができ、解決の努力を惜しまない相談責任

者を育成します。 

  ・年間目標の進捗確認と相談責任者の悩みを解決する為に年２回の会議を実施します。 

（２） 業務基盤の強化 

①「再発防止活動」としての事故ゼロ運動の確立を目指します。 

   ・再発事故の原因究明や問題解決のため、事故ゼロ責任者の能力開発を促進します。  

・そのために、年６回のケーススタディ会議を実施します。 

②現場に即したマニュアルを定期的に見直し、活用します。 

 

４．公益事業の推進 

公益性が高く地域と連携した生きがい・健康づくりプログラムの定着、研究者・他事業

者と協力する調査研究、高齢者の福祉向上のための普及啓発等を展開していきます。 
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（１）地域と連携したプログラムを実施します。 

・文化講座 

・認知症サポーター養成講座 

・世代間交流会 

・介護技術講習会など 

（２）地域の防災拠点としての役割を強化します。 

（３）移行期に関する研究、子育て支援に関する研究を継続します。 

（４）高齢者の福祉向上のための普及啓発活動 

・講演会の開催 

・広報誌の発行 

・ブックレットの発行など 

 

５． 建物及び設備の機能保全と向上 

建物及び設備の整備及び維持管理について、中長期修繕計画を策定し、適切に実施すると 

ともに経費面でも効率的な維持管理に努めます。 

（１）顧客満足度の高い建物・設備を提供するため、入居者視点に立った工事監理を実施し 
ます。  

 （２） 終身にわたり、安全で住みやすい住環境を提供するため、中長期修繕計画を策定し、 
翌年の修繕計画については、実行可能なレベルに仕上げます。 

 （３）修繕・固定資産取得の際には、プロセス管理を通じ、費用の削減を図ります。平成 
25 年度に予定されている経年劣化、老朽化が著しい大型改修工事のうち主なものは、

以下の通りです。 

    ・伊豆高原 診療所・管理事務所棟の受変電設備更新工事、住居棟（8～10 棟）外壁 

塗装工事。 

    ・神戸 ケアセンター空調更新工事、住居棟電気容量増設工事。 

    ・湯河原 共用施設改修工事。  

    ・佐倉 1～4 号館居室エアコン新設工事。 

(４) 環境と地域社会に配慮した公益事業の定着を図るため、「省エネ対策」、「危機管理対 

策」、「コンプライアンス遵守」を強化します。 

 

６． 安全対策の徹底 

  事故ゼロ運動等を通じて、介護事故、個人情報の漏洩、火災、食中毒等について、全職員

が日頃から細心の注意を払い、その防止に努めます。 

（１）介護事故及び感染症防止のため教育の徹底を図ります。 

（２）防火・防災計画及び訓練の点検・実施を行い、その徹底を図ります。 

（３）諸設備、機器の定期点検等安全管理の徹底を実施します。 
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（４）個人情報の漏洩を防止するため管理の徹底を図ります。 

（５）労災事故を防止するため安全教育と安全管理の徹底を図ります。 

（６）各種管理マニュアルの整備と定期点検の徹底を図ります。 

 

７． 人材の育成 

  職員の資質の向上のため実践的な研修を継続し、意識の啓発と職業能力の高い有能な人材

を育成します。 

  （１）職員のスキルアップ支援を積極的に推進し、職員が自主的に能力の向上に取り組む 

ことができる環境づくりに努めます。 

（２）より良い職場環境を構築するため、人権問題やセクハラ、パワハラの防止策につい 

ても啓発に努めます。 

（３）職員のスキルアップと職場の活性化を図るため、階層別研修を充実し、また職種別 

専門研修、施設内又は施設外研修、自己啓発のための研修等、財団の研修体系の確立を

図ります。 

（４）具体的な仕事を通じ必要な知識、技能を得るための継続的な職場内教育訓練（ＯＪ 

Ｔ）の強化を図ります。 

（５）本部の各部が主催する研修は下記の通りです。 

①募集広報部 

募集プロセスにおいて生ずる問題を主体的に解決でき、顧客視点に立った関係作り

ができる人材を育成し裾野を広げることで募集チームとしての体制強化を図ります。 

・募集リーダー研修の実施（6月） 

②サービス支援部 

○自らが現場の問題に真摯に向き合い、対立を恐れず課題化し、推進していくリー

ダーを育成します。 

      ・生サ・ケアサービス課長研修 

      ・生サ・ケアサービス主任研修 

      ・食事サービス課主任マネジメント研修 

○自ら考えて行動する職員を育成するため、以下の取り組みを行います。 

・職員実践研究活動の推進と発表会の開催 

・施設間共同研究活動の実施 

     ○接遇マナー向上のため、以下の研修を実施します。 

      ・新入職員接遇マナー研修 

      ・サービス向上委員研修 

   ・接遇マナートレーナー研修 

○設備職員の専門的スキルの向上とプロセス管理を通じて、顧客満足度の高い建 

物・設備を継続して提供していくための会議、研修を実施します。 
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  ・平成 25 年度設備事業計画会議（4月） 

  ・安全集会、第 1回設備全体研修（6月） 

  ・第 2回設備全体研修（9月） 

・第 3回設備全体研修（12 月） 

③財務部 

財務体質の安定化の継続には、担当職員の質の向上が不可欠であり、次世代職員の

育成を目的とした研修等を実施します。また、経理担当者のスキルアップを図るとと

もに業務課題への自主的な取組を目指した研修を実施します。 
・初級経理研修及び中級経理研修の実施 
・各施設担当者を含め、自主研究課題を設け研究発表形式の研修を実施 

・外部セミナー等へ積極的な参加による外部情報の習得 

  ④総務部 

       財団の理念、ケア・スピリット等必要な知識を身に付けることや勤務上発生する諸

課題の解決や組織における自らの役割を明確にすることなどを目的に階層別研修を

実施します。 

      ・新入職員研修会（３月） 

   ・２年目研修（4月） 

   ・主任研修（11 月） 

・管理職研修（9月） 

 

８．職場環境の改善と適正な労務管理 

   業務の効率化を図りつつ、職員の職務遂行能力の向上を促し、組織強化に努めます。人事・

給与制度の適正な運用及び法令遵守の徹底に努め経営基盤の強化を図ります。 

  また、職員の安全や健康を維持するとともに、快適な職場環境の形成に取組みます。 

  （１）働きがいのある職場づくりのため、ワーク・ライフ・バランスに配慮し、職員が将来 
にわたって能力を発揮し財団に貢献できる環境を整えます。 

（２）働きやすい職場環境とするため、セクハラ、パワハラ等の根絶を行うとともに,職員 

間の意思疎通の円滑化に努めます。 

（３）職員の育成と勤務意欲の向上のため、給与を含めた処遇や人事考課制度、福利厚生等 
について検討します。 

 （４）業務内容や業務量を見直した労働時間等により、時間外勤務の適正管理を行います。 

 （５）過重労働による健康障害を防止するため、労働時間の適正管理の徹底を行います。 

 （６）障害者雇用における法定雇用率の維持に努めます。 

 （７）「次世代育成支援対策推進法」に基づく一般事業主行動計画を推進します。 

 （８）健康管理の徹底を図るため、全職員を対象とした定期健康診断を実施するとともに、 

夜間勤務者には更に追加して診断を行います。 
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（９）全職員を対象に「腰痛予防健康診断」を年２回実施し、腰痛予防に努めます。 

（10）コンプライアンスの向上を目指し、法令、財団規程、各種マニュアル等の遵守を徹底 

するとともに、リスク管理計画を策定しリスク管理の強化に努めます。 

 

９．監査の実施 

      施設の健全な運営を行うために、法令、財団規程及び各種マニュアル等の遵守状況につ 

いて検証、評価をし、内部牽制機能の強化を図ります。 

 （１）本部で行う監査（内部監査）を、下記の通り実施します。 

○サービス支援部 

法令遵守、入居者本位の業務遂行、効率的業務遂行を主眼に実施します。 

○財務部 

内部統制の整備、運用の評価を重点課題として実施します。 
   ○総務部 

労働関係法令の遵守、適正な労務管理等を重点課題として実施します。 

（２）各部の監査による指摘事項について、業務内容の見直しを迅速に行い、適正かつ効率 

的な業務が遂行できるよう積極的に改善に取り組みます。 

（３）対外的に公表する財務諸表の信頼性を高めるため、監事監査及び監査法人による会計

監査を実施します。 
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